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０．駐車場法の概要
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駐車場法の概要
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○道路交通の円滑化を図り、もって公衆の利便に資するとともに、都市機能の維持及び増進に寄与す

ることを目的として、昭和32年５月に駐車場法が制定。

○この法律により、既成市街地内に都市計画として駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促

進し、また駐車場整備地区及びその周辺に建築される一定の規模及び用途の建築物については、駐
車施設の附置義務を課することが可能となると同時に、駐車場の構造、設備あるいは管理について
も、適切な水準を確保するための基準が定められたものである。

① 駐車場法の目的（第１条）

この法律は、都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し必要な事項を定めることにより、道

路交通の円滑化を図り、もつて公衆の利便に資するとともに、都市の機能の維持及び増進に寄与すること

を目的とする。

② 用語の定義（第２条）

（1） 路上駐車場 駐車場整備地区内の道路の路面に一定の区画を限って設置される自

動車の駐車のための施設であつて一般公共の用に供されるもの

（2） 路外駐車場 道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であって一般

公共の用に供されるもの

（3） 自動車 道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車

※自転車及び第一種原動機付自転車（50cc以下）は「自転車法」の対象
※自動二輪車（普通自動二輪車、大型二輪車）は「駐車場法」の対象
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駐車場法の概要
③ 路上駐車場及び路外駐車場の計画的整備

商業地域、近隣商業地域、一種住居地域、
二種住居地域、準住居地域、準工業地域
内において自動車交通が著しくふくそうする地区 等
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④ 路外駐車場の整備等

⑤ 附置義務駐車場

駐車場法の概要

①駐車場整備地区内、商業地域内、近隣商業地域内で条例で定める地区
・延べ面積が2,000㎡以上で条例で定める規模
・延べ面積が2,000㎡未満であるが特定用途の延べ面積が条例で定める規模

②これらの周辺地域又は自動車交通がふくそうすることが予想される地域内で条例で定める地区
・特定用途（※）の延べ面積が2,000㎡以上で条例で定める規模



駐車場等の分類
○一般に駐車場といわれるものを分類すると、概ね以下のとおり。

○駐車場法の「構造及び設備の基準」の適用を受けるのは、「一般公共の用に供する部分の面積が500
㎡以上の路外駐車場」。

○自転車及び第一種原動機付自転車(50cc以下)は「自転車法」の対象

○駐車場法では「自動車※」（自動二輪車(普通自動二輪車、大型二輪車）を含む）が対象

※道路交通法第２条第１項第９号に規定する自動車
※ 駐車場法の「構造及び設備の基準」の適用対象
（一般公共の用に供する部分の面積が500㎡以上のものに限る）
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駐車場の整備状況（令和３年度末）

○ 駐車場総供用台数 ５５１．９万台

※駐車面積５００㎡未満の駐車場（コインパーキング等）や、特定の者が利用する駐車場（車庫等）等は
原則として統計に含まれない。

○ 自動車保有台数 ７８３０万台
○ 自動車１万台当たりの駐車台数 ７０４．４台

都市計画
駐車場
１１．３

０．６ １０．７

届出駐車場
２６２．２

１８９．９ ６１．６

附置義務駐車施設
３５０．６

２８９．０

路上駐車場

０．０５



参考 用途地域の構成
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駐車場整備計画を
定めることができる
地域（これらの地域
の周辺も含む）



１．駐車場法の特例の概要
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駐車場法の特例① -都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）-

低炭素まちづくり計画に駐車機能集約区域（駐車施設の機能を集約させる区域）並びに集約駐車施設に関す
る事項を記載した場合、駐車機能集約区域内で建築物の新築、増築等をしようとする者に対し、条例で、集
約駐車施設内に駐車施設を設けなければならない旨等を定めることができる。

駐車場法の特例措置

○駐車施設の機能を集約させる区域（駐車機能集約区域）
○集約駐車施設の位置・規模

低炭素まちづくり計画に以下の事項を位置づけ

駐車場法（現行）

当該建築物の敷地内に駐車施設を設置する旨の条例を定めることが可能

一定規模以上の建築物を新築・増築等しようとする者の駐車施設の設置義務

集約駐車施設に駐車施設を設置する旨

当該建築物の敷地内に駐車施設を設置する旨（現行通り）

当該建築物の敷地内又は集約駐車施設に駐車施設を設置する旨
の条例を定めることが可能

＜イメージ＞

駐車施設が各建築物に設けられ、非効率な自動車交通が発生
・駐車待ち車両による渋滞
・駐車施設を探す車両の移動

特例措置により駐車施設を集約
・都市の自動車交通を整理
・歩いて暮らせるまちづくりを促進

※詳細については、国土交通省ＨＰ（http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000040.html）をご覧下さい。
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駐車場法の特例①エコまち法の特例の事例（小諸市）

○小諸市の第１期低炭素まちづくり計画において、駐車施設の機能を集約させる区域（駐車機能集約区域）を
設定（平成25年3月）。現行の自主条例に駐車機能集約区域を追加（平成27年改正）。

○集約駐車場施設を整備し、市役所、図書館、コミュニティーセンター、病院の附置義務を受け入れ。

○小諸市の立地適正化計画（平成29年3月31日）において、市役所敷地一帯での整備を活かした市街地の形
成による「持続可能な活力あるコンパクトシティ小諸の再構築」に向けて整備中。

○集約駐車場
①市役所地下駐車場（市営）
②西側立体駐車場（市営）
③赤坂駐車場（市営）

市庁舎敷地一帯での都市機能の集約

【出典】小諸市資料より国土交通省作成

①②

③
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駐車場法の特例①エコまち法の特例の事例（港区）

○港区では、エコまち法に基づき平成 27（2015）年 10 月に「港区低炭素まちづくり計画」を策定し、その施策の
一つである「駐車場の設置に関する配慮や駐車場の集約」の具体的な内容について別途定める「駐車機能
集約化編」を平成 31（2019）年２月に策定。

○環状2号線周辺地区と品川駅北周辺地区に加え、新たに、六本木交差点周辺地区と浜松町駅周辺地区にお
いて駐車場地域ルールを策定。

【出典】港区HPより国土交通省作成

港区低炭素まちづくり計画（都市機能集約化編） 駐車場機能集約化を図る区域
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○市町村長への届出
・ 特定路外駐車場を設置しようとする者
・ 設置に着手する３０日前までに届出

○勧告
・ 届出の内容が基準に適合しない場合
・ 市町村長は設置者に対して必要に応じて勧告
（出入口の設置箇所・構造の変更、誘導員の配置等）

特定路外駐車場･･･§106
(条例で定める一定規模以上の路外駐車場)

集約駐車施設･･･§107
○附置義務駐車施設の集約化
条例により集約駐車施設等への駐車施設の設置
を義務付け

＜路外駐車場＞ ＜附置義務駐車施設＞

集約駐車施設

○駐車場配置適正化区域（都市機能誘導区域内）・・・§８１⑥１
歩行者の移動上の利便性及び安全性の向上のための駐車場の配置の適正化を図るべき区域

立地適正化計画（市町村が策定）

○路外駐車場配置等基準・・・ §８１⑥２

路外駐車場の配置及び規模の基準

（例）・歩行者交通量の多い道路に面して出入り口を設けないこと

・道路から個々の駐車マスへの直接の出入りがされないよう出

入り口の集約を行うこと

○集約駐車施設の位置及び規・・・§８１⑥３

集約駐車施設の位置及び規模に関する事項

※詳細については、国土交通省ＨＰ（http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000040.html）をご覧下さい。

駐車場法の特例②都市再生特別措置法
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条例に基づき当該建築物の敷
地内に駐車施設を設置

駐車場法（現行） ３パターンの条例が制定可能に。
①集約駐車施設内に設置させる
②建築物の敷地内に設置させる
③①か②のどちらかに設置させる

駐車場法の特例



駐車場法の特例②都市再生特別措置法の特例の事例（長野県松本市）

○都市再生特別措置法に基づく特例を活用し、「松本市駐車場配置適正化条例」の施行により、届出制度や配
置等基準を規定。（令和２年８月１日施行）

■駐車場配置適正化区域

【出典】長野県松本市資料より国土交通省作成

対象施設
・特定路外駐車場
…路外駐車場のうち、駐車マスの面積の合
計が30㎡以上のもの（施設等の専用駐車
場や月極駐車場は対象外。）

届出対象行為
・特定路外駐車場の設置
・届出事項の変更

届出の流れ
・行為着手の30日前までに届出。

路外駐車場配置等基準
・駐車場の出入口の位置 、駐車場配置適正化
区域内の道路に面してハーモニカ型構造の駐
車場を設置する場合の面積、緑化の努力義務
等について規定
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計画区域

D

制度活用前
（原則、建物単位で設置）

制度活用後

新たな駐車場の
建設が不要に

（新たな都市開発事業）
（例）延べ床面積250㎡

ごとに１台
（東京23区内商業地域での
特定用途の建築物）

○協議会で下記の内容の計画を作成
・附置義務台数を低減等
・駐車場の配置を柔軟化

A B

Dの附置義務駐車場
として活用可能に

備蓄用倉庫や荷さばき駐車場
として活用可能に

C

○都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平成30年法律第22号）により創設 【第19条の13、第19条の14】

○都市再生緊急整備地域において、都市再生緊急整備協議会が一定の区域において、附置義務駐車場の台数と配置
に関する計画を定める。

○条例による一律的規制内容は適用されず、計画に即して駐車場を設けることで足りる。（条例に計画に即して駐車場を
設ける旨が定められていることが必要。）。

○「都市再生駐車施設配置計画の作成と運用に関する手引き」を公表（平成30年7月）

都市再生駐車施設配置計画制度のイメージ

駐車場法の特例③ -都市再生特措法 都市再生駐車施設配置計画-

※手引き等については国土交通省HP（ http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000040.html ）をご覧下さい。
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駐車場法の特例③都市再生特別措置法の特例の事例（内神田一丁目周辺地区）

○千代田区内神田一丁目周辺地区は、都市再生緊急整備地域の「秋葉原・神田地域」内に位置する。

○同地区において、附置義務駐車施設の位置と規模を建築物単位ではなく区域単位で最適化するため、「都
市再生駐車施設配置計画」を令和2年3月26日に作成し、令和2年4月1日から施行。

【出典】千代田区HPより国土交通省作成

■内神田一丁目周辺地区都市再生駐車施設配置計画 計画区域

■駐車施設の隔地・集約

■賑わい軸の設定
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駐車場法の特例④都市再生特措法 滞在快適性等向上区域
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○都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和2年法律第43号）により創設 【第46の2、第46条の14等】

○滞在快適性等向上区域において、①路外駐車場配置等基準、②駐車場出入口制限道路、③集約駐車施設の位置・
規模を定めることにより、①路外駐車場の配置の適正化、②にぎわいの中心となる道路への出入口設置制限、③附置
義務駐車施設の集約化等を図ることが可能となる。

○改正に関して、令和2年9月に「標準駐車場条例の改正に関する技術的助言」を発出。

※技術的助言等については国土交通省HP（ http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_gairo_tk_000040.html ）をご覧下さい。

○「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成を目指す区域（滞在快適性等向上区域）において、届出が必
要となる路外駐車場の規模及び配置の基準を定め誘導する等、まちなかの路外駐車場の配置を適正化。

まちなかの路外駐車場の面的な配置適正化

○ フリンジ駐車場の設置による区域内への自動車流入の抑制、自動車と歩行者の動線の分離等
により、安全・快適で歩きやすいまちなかを形成。

まちなかのメインストリート等における
路外駐車場の出入口規制

○ 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成を目指す区域（滞
在快適性等向上区域）において、メインストリートなどの交流・
滞在空間として重要な道路を「駐車場出入口制限道路」に指定
し、路外駐車場からの自動車の出入りを抑制。

○ 歩行者の安全性・快適性が向上。沿道のオープンスペースで
の交流・滞在や様々なイベント等の実施がしやすい公共空間を
形成。

附置義務駐車施設の集約化
○ 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成を目指す区域（滞在快適性等

向上区域）において、附置義務駐車施設を集約化することにより、安全・快
適で歩きやすいまちなかを形成。

駐車場法（現行）
条例に基づき当該
建築物の敷地内に
駐車施設を設置

３パターンの条例が制定可能に。
①集約駐車施設内に設置させる
②建築物の敷地内に設置させる
③①か②のどちらかに設置させる

駐車場法の特例

附置義務駐車施設

集約駐車施設



駐車場法の特例④都市再生特別措置法の特例の事例（熊本県熊本市）
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○熊本市では、まちなか駐車場適正化計画に基づき、駐車場附置義務条例の改正と小規模駐車場届出条例を制定（R4.10.1よ
り施行開始）

○まちなか（滞在快適性等向上区域内）で50㎡以上のコインパーキングを整備等する場合は、市へ届出を行い、基準との適合
を確認。歩行者の安全性に配慮した駐車場の整備を促進し、誰もが安心して訪れられる環境の形成を図っている。

【出典】熊本市HPより国土交通省作成
https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=42955&class_set_id=3&class_id=628

滞在快適性等向上区域範囲図

Point1 駐車マス合計面積が50平方メートル以上の駐車場整備を
行う場合は届出の提出が必要です

Point2 駐車場の出入口に関する基準との適合を確認します

1. まちなか（滞在快適性等向上区域）で駐車マスの合計面積が50平方メート
ル以上の駐車場を整備する際は届出が必要です。

2. 駐車料金の徴収がなくても一般公共の用に供する（誰でも使うことのでき
る）駐車場として整備をする場合は届出が必要です。

3. 届出は、駐車場を新たに設置する30日前まで又は変更に係る行為に着手
する30日前までに提出する必要があります。

1. 歩行者の安全性等に配慮した構造となっているか、市が基準との適合を確
認します。

2. 基準に適合していない場合は、指導等を行います。

（基準の例）

・出入口は横断歩道から5mを超えた部分に設置すること

・歩行者を視認できる視距を確保すること

・歩道に面する場合は、出入口を集約した構造とし、出入口の幅を6m以内とすること など



２．駐車場法改正経緯
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駐車場法に関する主な制度拡充経緯

昭和30年代に入って、自動車保有台数の増加、自動車交通量の増加に伴い、路上駐車
の問題が起こり、路上駐車の規制とともに、駐車施設を整備する必要性が生じる

● 昭和32年（1957年） 駐車場法制定
・ 駐車場整備地区を指定し、路外駐車場の設置を促進
・ 駐車施設の附置義務制度
・ 駐車場の構造、設備、管理について適切な水準の確保のための基準
※ 自動二輪車、軽自動車は占有面積が小さいことから対象外

● 昭和37年（1962年） 駐車場法の一部改正
・ 軽自動車を対象
（外見上、一般の自動車と大差がないこと、所有台数の飛躍的な増加）

● 平成3年（1991年） 駐車場法の一部改正
・ 駐車場整備地区の対象区域の拡大
・ 駐車場整備計画の創設
・ 附置義務対象建築物の規模下限の引き下げ

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成6年（1994年） 標準駐車場条例の改正
・ 荷さばき駐車場の附置義務を可能

● 平成16年（2004年） 標準駐車場条例の改正及び駐車場法施行令の改正
・ 附置義務制度の性能規定化
・ 〃 ローカルルールの採用
・ 〃 隔地駐車場の積極的な活用
・ 路外駐車場の出入口設置の緩和

● 平成17年（2005年） 駐車場管理規程例の策定
・ 駐車場の管理運営の適正化及び利用者の保護を目的

● 平成18年（2006年） 道路交通法の一部改正
・ 放置車両についての使用者責任の拡充、取締関係事務の民間委託

● 平成18年（2006年） 駐車場法の一部改正
・ 自動二輪車を法律の対象に追加、あわせて標準駐車場条例を通知

● 平成24年（2012年） 都市の低炭素化の促進に関する法律の制定
・ 附置義務駐車施設を計画的に集約化、あわせて標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成26年（2014年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定
・ 路外駐車場の配置適正化
・ 附置義務駐車施設の集約化
・ 標準駐車場条例を通知

● 平成26年（2014年） 駐車場法施行規則の一部を改正する省令の制定

・ 駐車場法施行令第１５条に基づく大臣認定制度の下で、同条に規定する特殊の
装置（機械式駐車装置）の構造・設備と併せて安全性を確保するために必要な
機能についても一体的に認定を行う仕組みを構築

・ 安全機能に係る認証に際して第三者機関の技術的知見を活用する仕組み（登
録認証機関制度）の創設

・ 標準駐車場条例を通知

● 平成28年（2016年） 駐車場法施行令の一部を改正する政令の制定
・ 建築物である路外駐車場に設ける換気装置の能力に関する基準を緩和
・ 宿泊施設における附置義務駐車施設の柔軟化について通知

（観光地における隔地規定の積極的活用等）

参考 駐車場法の改正等の経緯
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● 平成30年（2018年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定
・ 都市再生駐車施設配置計画制度の創設（駐車施設の附置義務の適正化）
・ 標準駐車場条例を通知

●平成30年（2018年） 駐車場法施行令の一部を改正する政令の制定

・ 令第７条第２号に基づく大臣認定によって路外駐車場を設置することができる道
路又はその部分を追加

● 平成30年（2018年） 駐車場法施行規則の一部を改正する省令の制定
・ 路外駐車場の管理規程に定める駐車料金の額の定め方を変更

● 令和２年（2020年） 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の制定

・ 滞在快適性向上区域の設定（ ①路外駐車場の配置の適正化、②にぎわいの中
心となる道路への出入口設置制限、③附置義務駐車施設の集約化等）

・ 標準駐車場条例を通知

参考 駐車場法の改正等の経緯
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３．駐車場整備等関連予算

24



参考 駐車場整備（自動二輪含む）に関する主な国土交通省の支援策

事業名 対象・概要
補助額

自治体 民間事業者

都市構造再編集中支援事業
（個別支援制度）

「立地適正化計画」に基づき、市町村や民間事業者等
が行う一定期間内の都市機能や居住環境の向上に
資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取
組等に対し集中的な支援を行い、各都市が持続可能
で強靭な都市構造へ再編を図ることを目的に、市町
村が策定する「都市再生整備計画」に位置づけられた
駐車場の整備に対する支援。

＜都市機能誘導区域内＞
対象事業費の１／２

＜居住誘導区域内等＞
対象事業費の４５％

（間接補助）
＜都市機能誘導区域内＞

国：１／３
地：１／３
民：１／３

＜居住誘導区域内等＞
国：９／３０

地：１１／３０
民：１０／３０

※概ね５００台の駐車場の整備に要する費用を限度とし、対象事業
費は整備に要する費用の４分の１に相当する額を限度とする。

都市再生整備計画事業
（社会資本整備総合交付金）

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性
あふれるまちづくりを総合的に支援し、全国の都市の
再生を効率的に推進することにより地域住民の生活
の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目
的に、市町村が策定する「都市再生整備計画」に位置
づけられた駐車場の整備に対する支援。

対象事業費の
４／１０ 等

（間接補助）
国：４／１５
地：６／１５
民：５／１５

※概ね５００台の駐車場の整備に要する費用を限度とし、対象事業
費は整備に要する費用の４分の１に相当する額を限度とする。

都市・地域交通戦略推進事業
（社会資本整備総合交付金）

都市・地域における安全で円滑な交通を確保し、魅力
ある都市・地域の将来像を実現するため、徒歩、自転
車、自動車、公共交通の適正分担が図られた交通体
系を確立することを目的に、地方公共団体が策定した
「立地適正化計画」、「低炭素まちづくり計画」等にお
いて位置づけられた駐車場の整備に対する支援。

対象事業費の
１／３ 等

（間接補助）
国：１／３
地：１／３
民：１／３

※概ね１００台以上の駐車場を対象とし、対象事業費は整備に要す
る費用の４分の１に相当する額とする。

道路事業
（社会資本整備総合交付金）

都市計画道路整備に関する事業等として、地方公共
団体が道路事業として実施する駐車場（道路附属物）
の整備に対する支援。

対象事業費の
１／２ 等

－

※ 個別施設に対する支援ではなく、地域のまちづくり計画等に対する支援となります。
※ 拡張も新設と同様です。自動二輪車を受け入れるための改良についても支援可能です。
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４．自動二輪、電動キックボードについて
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自動二輪車駐車場の整備状況

注１ 駐車場の箇所数及び台数は、都市計画駐車場、届出駐車場、附置義務駐車施設、路上駐車場の合計値。
注２ 専用は、自動二輪車のみが駐車可能なスペース。
注３ 併用は、自動二輪車及び自動車（四輪車）がともに駐車可能なスペース。
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年度末時点 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
台数 35,942 38,777 45,278 39,077 47,392 45,330 40,084 40,680 43,486 44,759 46,800 47,825 58,519 59,576 60,442
箇所数 249 354 594 636 906 1,072 1,025 1,164 1,306 1,487 1,780 2,094 2,348 2,599 2,753



○ 一定規模以上の建築物に対しては附置義務条例を制定・改正し、自動二輪車の駐車
スペースを確保することが可能。

◆附置義務駐車場条例の事例（福岡市）

※１ 川越市、福岡市、那覇市：商業地域・近隣商業地域の場合
※２ 延床面積が6,000㎡未満の場合に緩和措置有

◆附置義務駐車場条例の制定状況
対象区域：駐車場整備地区・商業地域・近隣商業地域の場合 ※１

自動二輪車駐車場の附置義務条例の策定・改正

建築物における駐車施設の附置等に関する条例（抜粋）

（駐車施設の附置）

第３条の２ 次の表の（あ）欄に掲げる地区又は地域内において，（い）欄に掲げる用途に供する建築物であ
つて（う）欄に掲げる規模のものを新築しようとする者は，（え）欄により算定した台数を合計した台数以上
の自動二輪車を収容することができる駐車施設を建築物又は建築物の敷地内に設けなければならない。
ただし，規則で定めるものの用に供する建築物で，市長が特に認めるものについては，この限りでない。

○条例化の背景

自動二輪車の保有台数が増加しており、都心部
においては、違法駐車も見られることから、自動
二輪車の駐車施設の設置を新たに義務づけ

自動二輪車附置義務適用：
１０都市 （令和２年１月現在）

・塩竃市(H19.2.22施行)
・横浜市(H19.12.1施行)
・川崎市(H20.4.1施行)
・大阪市(H20.6.1施行)
・さいたま市(H21.4.1施行)
・川越市（H24.7.1施行)
・京都市(H26.10.1施行)
・神戸市(H27.12.18施行）
・福岡市（H29.4.1施行）
・那覇市（R2.1.1施行）

建築物の規模 附置基準 建築物の規模 附置基準 建築物の規模 附置基準

塩竃市※２ 1,000㎡超 3,000㎡毎に1台 1,000㎡超 8,000㎡毎に1台 1,000㎡超 8,000㎡毎に1台

横浜市※２ 1,000㎡超 3,000㎡毎に1台 1,000㎡超 3,000㎡毎に1台 1,000㎡超 10,000㎡毎に1台

川崎市※２ 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 8,000㎡毎に1台

①2,000㎡超 ①2,000㎡超 ①2,000㎡超

～3,000㎡以下 ～3,000㎡以下 ～6,500㎡以下

②3,000㎡超 3,000㎡毎に1台 ②3,000㎡超 3,000㎡毎に1台 ②6,500㎡超 6,500㎡毎に1台

さいたま市※２ 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 8,000㎡毎に1台

川越市 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 8,000㎡毎に1台

京都市 2,000㎡超 3,000㎡毎に1台 2,000㎡超 8,000㎡毎に1台 2,000㎡超 8,000㎡毎に1台

神戸市 1,500㎡超 3,000㎡毎に1台 1,500㎡超 6,000㎡毎に1台 1,500㎡超 6,000㎡毎に1台

福岡市 3,000㎡超 3,000㎡毎に1台 5,000㎡超 5,000㎡毎に1台 5,000㎡超 5,000㎡毎に1台

那覇市※２ 1,000㎡超 1,000㎡毎に1台 1,000㎡超 2,000㎡毎に1台 1,000㎡超 2,000㎡毎に1台

百貨店・その他の店舗 事務所 左記以外の特定用途

大阪市
一律一台 一律一台 一律一台
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自動二輪車駐車場の分類

自転車等駐車場において自転車が駐車できる
スペースで自動二輪車・原付も受け入れている
場合

「併用」として計上

自
動
車
駐
車
場

自
転
車
等
駐
車
場

自動二輪・原付

自動二輪
・原付

自動車（四輪）

自動車（四輪）
自動二輪・原付

自動二輪
・原付

自転車

自転車
自動二輪・原付

自動二輪車・原付のみが
駐車できる駐車場

「専用」として計上

自動車駐車場において自動二輪車
・原付のみが駐車できるスペースを
設けている場合

該当部分を「専用」として計上

自動車駐車場において四輪車が駐車できる
スペースで自動二輪車・原付も受け入れて
いる場合

「併用」として計上

専 用 併 用

自転車等駐車場において自動二輪車
・原付のみが駐車できるスペースを
設けている場合

該当部分を「専用」として計上 29



２．自動二輪車駐車対策について

（略）

自動二輪車の駐車対策については、地域の自動二輪車の駐車需要の他、自動二輪車が駐車可能な路外駐車場の

整備状況や自動二輪車の路上駐車等の実態等を踏まえ、適切な手法により推進することが必要である。

地方公共団体で管理する自動車駐車場における自動二輪車専用の駐車区画の確保や、従来、専ら自動二輪車以

外の自動車の駐車の用に供していた駐車区画に自動二輪車も駐車できるようにすることも考えられるほか、自転車の

安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和５５年法律８７号）に基づく取組として整

備した自転車駐車場であっても、自転車駐車場の管理に関する条例等に自動二輪車を位置づけることにより自動二

輪車の受入が可能となることから、柔軟な対応をお願いしたい。

また、地方公共団体が行う自動二輪車駐車場等の整備に対しては、社会資本整備総合交付金等を活用することが

可能である。

こうした取組のほか、各地域の自動二輪車の駐車の実態を把握した上で、必要に応じて建築物の新築等の際に自

動二輪車のための駐車施設を附置させるための条例の整備を検討されたい。都市再生緊急整備地域については、都

市再生特別措置法等の一部を改正する法律により創設された都市再生駐車施設配置計画制度（平成３０年法律第２

２号）を活用することにより、地域の実態に応じた自動二輪車のための駐車施設を含むきめ細かい附置義務駐車施設

の整備が可能となる。

さらに、自動二輪車を附置義務の対象としていない場合であっても、既存の建築物を含めた附置義務の適正化を行

った結果、余剰となる駐車施設を自動二輪車のための駐車施設に転用することで、建築主の新たな負担を生じさせる

ことなく駐車施設の確保を図ることもできることから、駐車需要全体を考慮した対策を検討することが望ましい。

なお、平成３０年４月１６日付けで警察庁より各都道府県警察に対し、別添２のとおり自動二輪車等に係る駐車環境

の整備の推進について通知されていることから、必要に応じて各都道府県警察と連携して取り組まれたい。

自動二輪車の駐車対策について（通知）
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■荷さばき及び自動二輪車の駐車対策について（技術的助言）【抜粋】
(平成30年7月13日国都街第39号）

＜国土交通省都市局街路交通施設課長 ⇒ 各都道府県及び各政令指定都市駐車場担当部局長＞



自動二輪車駐車場の分類

自転車等駐車場において自転車が駐車できる
スペースで自動二輪車・原付も受け入れている
場合

「併用」として計上

自
動
車
駐
車
場

自
転
車
等
駐
車
場

自動二輪・原付

自動二輪
・原付

自動車（四輪）

自動車（四輪）
自動二輪・原付

自動二輪
・原付

自転車

自転車
自動二輪・原付

自動二輪車・原付のみが
駐車できる駐車場

「専用」として計上

自動車駐車場において自動二輪車
・原付のみが駐車できるスペースを
設けている場合

該当部分を「専用」として計上

自動車駐車場において四輪車が駐車できる
スペースで自動二輪車・原付も受け入れて
いる場合

「併用」として計上

専 用 併 用

自転車等駐車場において自動二輪車
・原付のみが駐車できるスペースを
設けている場合

該当部分を「専用」として計上 31



多様なモビリティの駐車環境について

法律上
の区分

現場で
の区分

駐車場法 自転車法

自動車駐車場
自転車等駐車場
(50cc以下受入可)

自転車
駐車場

民地の
駐車スペース

（その他）

■多様なモビリティの駐車における留意点
・車両の盗難防止対策 ・既存の構造物（自転車ラック等）との適合性確認
・建築基準法や消防法等の関係法令の規定による対応 等

自動二輪車
駐車場

併用 併用

自動車
自動二輪車
（51cc～）

道路交通法に規定する
「自動車」

(法第2条第1項第9号)

道路交通法に規定する
「自転車」「原動機付自転車」
(法第2条第1項第11の２号、第10号)

原動機付自転車
（～50cc）

自転車等

自転車四輪自動車

自動二輪車・原付のみが
駐車できる専用駐車場

自動車駐車場
における自動二
輪車・原付の専
用駐車スペース

四輪車が駐車で
きるスペースで
自動二輪車・原
付も受け入れ

自転車が駐車でき
るスペースで自動
二輪車・原付も受
け入れ

自転車等駐車場に
おける自動二輪車

・原付のみが駐車
できるスペース

専用

専用 専用

自動二輪車、原付受入不可

電動キックボードが駐車可能な場所
＝原動機付自転車と同等扱い
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道路交通法改正（令和５年７月１日施行）

33
出典：令和４年４月27日公布 道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第32号） 概要（警視庁）

https://www.npa.go.jp/laws/kaisei/01_gaiyou.pdf

■電動キックボード

■自動配送ロボット

■道路交通法の一部を改正する法律について（電動キックボード、自動配送ロボット）



今般、道路交通法の一部を改正する法律（令和４年法律第３２号）により、特定
小型原動機付自転車が新たに位置づけられたことから、今後、その普及に伴い、駐
車環境の整備に向けた取組を推進することが求められます。

特定小型原動機付自転車の駐車スペースについては、現状の原動機付自転車
と同様、管理者等の意向に基づき、「駐車場法」に基づく駐車場や「自転車の安全
利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」に基づく自転車
等駐車場等において駐車が可能です。

そのため、これまで協力をお願いしてきた自動二輪車等の駐車対策と同様に、
地域の駐車需要の他、既存の原動機付自転車が駐車可能な路外駐車場の活用や
路上駐車等の実態等を踏まえ、適切な手法により特定小型原動機付自転車の駐
車環境の整備を推進することが必要です。特に近年、特定小型原動機付自転車を
含め自動二輪車等や荷捌き車など、駐車需要が多様化しているところ、各駐車場
において駐車可能な車種を明記する等により利用環境の向上に努めることも重要
です。

改正道路交通法の施行に伴う駐車環境の整備について（通知）
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■道路交通法の一部を改正する法律の一部の施行に伴う駐車環境の整備に向けた
取組の推進について【抜粋】

(令和5年6月1日国都街第26号）

＜国土交通省都市局街路交通施設課長 ⇒ 各都道府県及び各政令指定都市駐車場担当部局長＞


